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表紙

第80回

　

定時株主総会

招集ご通知
　

開催日時 2026年 6月 23日（火曜日）
午前10時（開場：午前９時）

開催場所
大阪市西区立売堀二丁目３番16号
当社本社ビル ７階会議室
末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。　

決議事項

第1号議案
　 取締役（監査等委員である取締役を除く。）

６名選任の件
第2号議案　 監査等委員である取締役

３名選任の件　

目　次
■ 招集ご通知 ―――― 1
■ 株主総会参考書類 ― 6
■ 事業報告 ――――― 19
　

■ 連結計算書類 ― 43
■ 計算書類 ――― 45

　　

インターネット等による
議決権行使の場合

書面（郵送）による
議決権行使の場合

行使
期限

2026年6月22日（月曜日）
午後5時30分受付分まで

行使
期限

2026年6月22日（月曜日）
午後5時30分到着分まで

　

証券コード 8051
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード：8051
2 0 2 6 年 ６ 月 １ 日

大阪市西区立売堀二丁目３番16号

代表取締役社長 岸田 貢司

【当社ウェブサイト】
https://www.yamazen.co.jp/ir/stock/general-meeting.html

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8051/teiji/

第80回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提
供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下の
各ウェブサイトのいずれかにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますの
で、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）に「山善」又はコー
ドに当社証券コード「8051」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申し上げます。
【東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、後記の「議決権行使のご案内」（３頁から
４頁）の記載に従い、2026年６月22日（月曜日）午後５時30分までに議決権をご行使いただきますよ
うお願い申し上げます。

敬　具
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狭義招集

１．日　　時 2026年６月23日（火曜日）午前10時（開場：午前９時）
２．場　　所 大阪市西区立売堀二丁目３番16号

当社本社ビル ７階会議室（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。）
３．目的事項 報告事項 １. 第80期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並

びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第80期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場

合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネット等により複数回議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとして

お取り扱いいたします。
(3) インターネット等と書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インター

ネット等による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
以　上

　株主総会ご出席の株主様へのお土産の配付はございません。
　何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

　株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、当社は、株主様の混乱を避け、
　ご不便の無いようにといった観点から、書面交付請求の有無に関わらず、
　一律に書面でお送りしております。

記

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招
集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述したインターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させてい
ただきます。

●本年の株主総会につきましては、書面交付請求をいただいた株主様も含め議決権を有する全ての株主様に、一律に電子提供措置事項を記載した書面
をお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。なお、監査等委員会及
び会計監査人は次の①から③の事項を含む監査対象書類を監査しております。

①事業報告の「業務の適正を確保するための体制」 「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」 「会社の支配に関する基本方針」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」 「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」 「個別注記表」
④監査報告の「連結計算書類に係る会計監査報告」 「計算書類に係る会計監査報告」 「監査等委員会の監査報告」
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議決権行使

議決権行使のご案内

株主総会に
出席する方法

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

開催日時

2026年６月23日（火曜日）
午前10時

（開場／午前９時）

　

インターネット等で議決権を
行使する方法

次頁のご案内に従って、議案に対す
る賛否をご入力ください。

行使期限

2026年６月22日（月曜日）
午後５時30分受付分まで

　

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示の上、ご返送くだ
さい。

行使期限

2026年６月22日（月曜日）
午後５時30分到着分まで

　

こちらに議案に対する賛否をご記入ください。
第１、第２号議案

■ 全員賛成の場合 「賛」の欄に○印

■ 全員否認する場合 「否」の欄に○印

■ 一部の候補者を
　 否認する場合

「賛」の欄に○印をし、否認する候補者の
　�番号をご記入いただくか、「否」の欄に

〇印をし、賛成する候補者の番号をご記
入ください。

株主総会における議決権行使は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

※議決権行使書用紙はイメージです。
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議決権行使

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマートSR」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマートSR」画面上部の「議決権行使サイトへ」ボタンを
タップします。以降は画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。

2

※通信環境の影響等により接続しづらい場合は、時間を置いて
再度アクセスしてください。

「議決権行使サイトへ」
をタップ

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120－768－524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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議決権行使

事前質問受付についてのご案内

事前質問の登録方法に関するお問い合わせ
みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

 0120－768－524
（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

＜事前のご質問受付期間＞本招集ご通知到着時から2026年６月16日（火曜日）午後５時30分まで

①議決権行使書用紙右下に記載のQRコー
ドを読み取ります。

①以下のURLより議決権行使書用紙右片の裏面に
記載の議決権行使コード・パスワードをご入力
のうえ、「スマートSR」へログインしてください。

②「スマートSR」画面の「株主総会事前
質問はこちら」ボタンを押下ください。

②「スマートSR」画面の「株主総会事前質問」
ボタンをクリックしてください。

③「事前質問」画面に遷移します。
以降は画面の案内に従ってご入力ください。

③「事前質問」画面に遷移します。
以降は画面の案内に従ってご入力ください。

1. スマートフォン・タブレット端末等で入力する場合

2. PC等で入力する場合

「スマートSR」URL
https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

＜ご留意事項＞
・ご質問は、本株主総会の目的事項に関する内容に限らせていただだきます。
・事前に頂戴したご質問のうち、多くの株主様のご関心が高いと思われるものについては、本株主総会当日にご回答させていただく予定です。
・すべてのご質問に対して回答をお約束するものではございません。また、個別の回答はいたしかねますのであらかじめご了承ください。
・ご質問は株主様お一人につき３問まで、１問あたり200字以内でお願いいたします。
・ご利用いただくための通信料金等は、株主様のご負担となります。
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取締役選任議案

第１号議案

　

取締役（監査等委員である取締役を除く。）

６名選任の件

候補者
番　号 氏　名 候補者

属　性 性別 当社における地位及び担当 取締役在任年数
（本総会終結時）

2025年度における
取締役会出席回数

１ き し

岸
だ

田
 

　
こ う

貢
じ

司 再任　 男 代表取締役社長 社長執行役員
最高経営責任者（ＣＥＯ） ８年 13回／14回

（93％）

２ さ

佐
さ

々
き

木
 

　
き み

公
ひ さ

久 再任　 男 代表取締役 副社長執行役員 ６年 14回／14回
（100％）

３ や ま

山
ぞ え

添
 

　
ま さ

正
み ち

道 再任　 男
取締役 専務執行役員
最高財務責任者（ＣＦＯ）　兼
経営管理本部長

８年 14回／14回
（100％）

４ な か

中
や ま

山
 

　
な お

尚
の り

律 再任　 男 取締役 常務執行役員
家庭機器事業部長 ４年 14回／14回

（100％）

５ す み

隅
だ

田
 

　
ひ ろ

博
ひ こ

彦
再任 社外
独立役員　

男 社外取締役 ４年 14回／14回
（100％）

６ い け

池
だ

田
 

　
あ

安
き

希
こ

子
新任 社外
独立役員　

女 ー ー ー

議案及び参考事項

　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（６名）の
任期が満了いたします。つきましては、社外取締役２名を含む取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について監査等委員会は検討の結果、適任であると判断しております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

（注）１．上記の取締役会出席回数に記載の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議が６回ありました。

２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、第三者
訴訟、株主代表訴訟及び会社訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損害賠償金等を塡補することとしており、被保
険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。本議案でお諮りする各候補者が取締役に選任され就任した場合には、いずれの取締役
も当該保険契約の被保険者となる予定であります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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取締役選任議案

１
候補者番号

　

き し

岸
だ

田
 

 
こ う

貢
じ

司 （1960年９月２日生）

再　任
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時） 取締役会出席回数

37,200株 ８年 13回／14回（93％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1983年    4 月 当社入社
    2016年    4 月 当社執行役員機械事業部副事業部長（海外担当）兼

海外機械部長 兼 本社直轄地域韓国現法長
    2016年    10月 当社執行役員機械事業部副事業部長（海外担当）兼

本社直轄地域韓国現法長
    2018年    4 月 当社上級執行役員生産財統轄部長
    2018年    6 月 当社取締役
    2020年    4 月 当社取締役上級執行役員営業本部副本部長（海外担当）兼

機械事業部海外機械部長
　

    2021年    4 月 当社取締役上級執行役員営業本部副本部長（海外担当）兼
ＴＦＳ支社長 兼 機械事業部海外機械部長

    2021年    10月 当社取締役上級執行役員営業本部副本部長（海外担当）
    2022年    4 月 当社取締役常務執行役員
    2023年    4 月 当社代表取締役社長社長執行役員　最高経営責任者（ＣＥＯ）
    2024年    4 月 当社代表取締役社長社長執行役員　最高経営責任者（ＣＥＯ）兼

営業本部長
    2025年    10月 当社代表取締役社長社長執行役員　最高経営責任者（ＣＥＯ）

（現任）
　

取締役候補者とした理由
岸田貢司氏は、現在当社の代表取締役社長として、当社及びグループを統括しており、長年の海外駐在経験によって養われたグロ
ーバルな視点と感覚を持ち、豊富な経験に基づき、強いリーダーシップを発揮しております。
これらのことから、当社グループが掲げるビジョンの実現に向けた取り組みをさらに推進し、当社グループの持続的成長とさらな
る企業価値向上に寄与できる人材と判断し、引き続き当社取締役としての選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
岸田貢司氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役選任議案

２
候補者番号

　

さ

佐
さ

々
き

木
 

 
き み

公
ひ さ

久 （1957年１月25日生）

再　任
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時） 取締役会出席回数

28,800株 ６年 14回／14回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1980年    4 月 当社入社
    2013年    4 月 当社執行役員大阪営業本部副本部長
    2015年    4 月 当社上席執行役員
    2016年    4 月 当社執行役員
    2017年    4 月 当社上級執行役員大阪営業本部長
    2017年    6 月 当社取締役
    2018年    4 月 当社取締役上級執行役員大阪支社長
    2019年    6 月 当社取締役退任

当社常務執行役員
　

    2020年    4 月 当社専務執行役員営業本部長
    2020年    6 月 当社取締役
    2021年    4 月 当社代表取締役
    2024年    4 月 当社代表取締役副社長執行役員国内営業管掌 兼

東京支社長
    2025年    4 月 当社代表取締役副社長執行役員
    2025年    10月 当社代表取締役副社長執行役員 兼

営業本部長
    2026年    4 月 当社代表取締役副社長執行役員（現任）

　

取締役候補者とした理由
佐々木公久氏は、現在当社の代表取締役副社長執行役員として、市場の変化に迅速に対応し、持続可能な成長を実現するために豊
富な経験と幅広い見識を活かし、当社グループの戦略的な意思決定において、重要な役割を果たしております。
これらのことから、今後の当社グループの企業価値向上に寄与できる人材と判断し、引き続き当社取締役としての選任をお願いす
るものであります。

特別の利害関係
佐々木公久氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役選任議案

３
候補者番号

　

や ま

山
ぞ え

添
 

 
ま さ

正
み ち

道 （1960年３月10日生）

再　任
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時） 取締役会出席回数

34,800株 ８年 14回／14回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1982年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社執行役員管理本部法務審査部長
    2016年    4 月 当社執行役員管理本部海外管理部長
    2017年    4 月 当社執行役員管理本部副本部長 兼

海外管理部長
    2017年    11月 当社執行役員管理本部長
    2018年    4 月 当社上級執行役員 最高財務責任者（ＣＦＯ）
    2018年    6 月 当社取締役

　

    2020年    4 月 当社取締役常務執行役員
最高情報責任者（ＣＩＯ）経営企画本部長 兼
最高財務責任者（ＣＦＯ）管理本部長

    2021年    10月 当社取締役常務執行役員
最高情報責任者（ＣＩＯ） 兼 最高財務責任者（ＣＦＯ）
経営管理本部長（現任）

    2024年    4 月 当社取締役専務執行役員 最高財務責任者（ＣＦＯ）
（現任）

　

取締役候補者とした理由
山添正道氏は、国内外の管理部門の責任者及び経営管理本部の責任者を務め、豊富な知識と経験を有し、IR・SRにも積極的な活動
を行うなど広範な視点を持ち合わせており、当社グループの成長と意思決定に重要な役割を果たしております。
これらのことから、今後の当社グループの企業価値向上に寄与できる人材と判断し、引き続き当社取締役としての選任をお願いす
るものであります。

特別の利害関係
山添正道氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役選任議案

４
候補者番号

　

な か

中
や ま

山
 

 
な お

尚
の り

律 （1962年６月11日生）

再　任
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時） 取締役会出席回数

13,400株 ４年 14回／14回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年    4月 当社入社
2015年    4月 当社執行役員家庭機器事業部営業統括部長
2016年    4月 当社執行役員家庭機器事業部副事業部長 兼

営業統括部長

　

    2017年    10月 当社執行役員家庭機器事業部副事業部長（営業担当）兼
第２営業統括部長

    2018年    4 月 当社執行役員
家庭機器事業部長（現任）

    2021年    4 月 当社上級執行役員
    2022年    4 月 当社上席執行役員
    2022年    6 月 当社取締役

2025年    4 月 当社取締役常務執行役員（現任）
　

取締役候補者とした理由
中山尚律氏は、家庭機器事業部の責任者を務めており、同事業の発展に大きく貢献するとともに、消費財関連事業において豊富な
経験と深い見識を有しております。
これらのことから、当社の経営全般に対し的確な助言を行い、今後の当社グループの企業価値向上に寄与できる人材と判断し、引
き続き当社取締役としての選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
中山尚律氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役選任議案

５
候補者番号

　

す み

隅
だ

田
 

 
ひ ろ

博
ひ こ

彦 （1956年８月21日生）

再　任 社　外 独立役員
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時） 取締役会出席回数

0株 ４年 14回／14回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1991年 ２月 三菱商事株式会社入社
2003年 １月 同社生活産業グループIT戦略ユニットマネージャー
2008年 ４月 同社生活産業グループCIO
2011年 ２月 東洋鋼鈑株式会社入社

    2011年 ４月 同社執行役員社長室担当 兼 社長室長
2012年 ４月 同社執行役員経営企画担当 兼 事業開発部長
2012年 ６月 同社取締役
　

2013年 ４月 同社取締役経営企画担当
2014年    6月 同社代表取締役社長
2014年    6月 東洋製罐グループホールディングス株式会社執行役員

2018年    6月 東洋鋼鈑株式会社取締役（2022年３月退任）
    2018年    6月 東洋製罐グループホールディングス株式会社取締役副社長

　　　　　　　　　（2022年６月退任）

2022年    6月 当社社外取締役（現任）
　

(重要な兼職の状況)
該当なし

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
隅田博彦氏は、これまで他社の代表取締役社長を歴任するなど、企業経営者としての高い見識や豊富な経験に加えて、ＩＴに関す
る幅広い見識も有しております。当社の経営全般に対し的確な助言を行うことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
性強化、また、当社グループのコーポレート・ガバナンスの一層の強化が期待できると判断し、引き続き当社社外取締役としての
選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
隅田博彦氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

（注）１. 隅田博彦氏は社外取締役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員とし
て届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

２. 隅田博彦氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
３. 当社は、隅田博彦氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額に限定する契約を締結しており

ます。同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
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取締役選任議案

６
候補者番号

　

い け

池
だ

田
 

 
あ

安
き

希
こ

子 （1960年７月26日生）

新　任 社　外 独立役員
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会終結時）

0株 ー
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1983年    4 月 株式会社大丸入社

（現 株式会社大丸松坂屋百貨店）
    2003年    4 月 株式会社イトーヨーカ堂入社
    2011年    3 月 同社執行役員衣料事業部副事業部長 兼

肌着部シニアＭＤ
    2014年    5 月 同社執行役員衣料事業部長
    2015年    3 月 同社執行役員ＱＣ室長
    2016年    3 月 株式会社ジョリーパスタ執行役員
    2016年    4 月 同社代表取締役社長（2017年３月退任）　

    2017年    4 月 株式会社ココスジャパン社長執行役員
    2017年    6 月 同社代表取締役社長（2018年９月退任）
    2019年    1 月 岡本株式会社執行役員
    2019年    4 月 同社取締役商品本部長
    2020年    6 月 同社取締役経営管理本部長

（2023年５月退任）
    2023年    1 月 くら寿司株式会社社外取締役

（2024年１月退任）
    2023年    6 月 People Trees合同会社シニアパートナー
    2024年    6 月 株式会社日本触媒社外取締役（現任）
    2024年    6 月 株式会社J-オイルミルズ社外取締役（現任）　

(重要な兼職の状況)
株式会社日本触媒社外取締役
株式会社J-オイルミルズ社外取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
池田安希子氏は、これまで大手小売企業においてマーケティングから商品開発、販売促進まで一貫したマネジメントに携わり、さ
らに大手外食企業においては、代表取締役社長を歴任するなど、幅広い業界で企業経営や人的資本戦略に関わる豊富な経験と見識
を有しております。当社の経営全般に対し的確な助言を行うことにより､取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化､また､当
社グループのコーポレート・ガバナンスの一層の強化が期待できると判断し､新たに当社社外取締役としての選任をお願いするもの
であります｡
特別の利害関係
池田安希子氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

（注）１. 池田安希子氏は社外取締役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任
が承認された場合には、独立役員として指定する予定であります。

２. 池田安希子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額
に限定する契約を締結する予定であります。
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監査等委員である取締役選任の議案

第２号議案

　

監査等委員である取締役
３名選任の件

候補者
番　号 氏　名 候補者

属　性 性別 当社における地位及び担当 取締役在任年数
（本総会終結時）

2025年度における
取締役会出席回数

2025年度における
監査等委員会出席回数

１ き よ

清
は ら

原
 

　
し ん

伸
い ち

一 再任　 男 取締役 常勤監査等委員 １年 11回／11回
（100％）

10回／10回
（100％）

２ つ

津
だ

田
 

　
よ し

佳
の り

典
再任 社外
独立役員　

男 社外取締役 監査等委員 10年 14回／14回
（100％）

13回／13回
（100％）

３ な か

中
つかさ

務
 

　
な お

尚
こ

子
再任 社外
独立役員　

女 社外取締役 監査等委員 ５年 14回／14回
（100％）

13回／13回
（100％）

　本総会終結の時をもって監査等委員である取締役全員（３名）が任期満了となりますので、監査等委員である取締
役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

（注）１．上記の取締役会出席回数に記載の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議が６回ありました。

　　　２. 清原伸一氏の取締役会及び監査等委員会の出席状況は、2025年６月24日就任後の2025年度中に開催された取締役会及び監査等委員会の
みを対象としております。

３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、第三者
訴訟、株主代表訴訟及び会社訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損害賠償金等を塡補することとしており、被保
険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。本議案でお諮りする各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合に
は、いずれの監査等委員である取締役も当該保険契約の被保険者となる予定であります。また、次回更新時には同内容での更新を予定して
おります。
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監査等委員である取締役選任の議案

１
候補者番号

　

き よ

清
は ら

原 
し ん

伸
い ち

一 （1962年６月28日生）

再　任
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会締結時） 取締役会出席回数 監査等委員会出席回数

5,800株 １年 11回／11回（100％) 10回／10回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1987年    4 月 当社入社
    2012年    4 月 当社管理本部国際管理部長
    2014年    4 月 当社経営企画本部経営企画部長

　

    2019年    4 月 当社執行役員管理本部副本部長 兼
人事部長

    2022年    4 月 当社執行役員経営管理本部副本部長
    2025年    6 月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

　

監査等委員である取締役候補者とした理由
清原伸一氏は、当社国際管理部門・経営企画部門・人事部門等の責任者の経験を経て、経営管理本部の副本部長を務めるなど豊富
な経験や見識を有しております。また現在、当社の常勤監査等委員を務めており、その経験を活かすことにより、当社の監査・監
督機能の強化が期待できると判断し、引き続き監査等委員である取締役としての選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
清原伸一氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

（注）当社は、清原伸一氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額に限定する契約を締結しております。
　　　同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
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監査等委員である取締役選任の議案

２
候補者番号

　

つ

津
だ

田
 

 
よ し

佳
の り

典 （1972年８月18日生）

再　任 社　外 独立役員

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会締結時） 取締役会出席回数 監査等委員会出席回数

0株 10年 14回／14回（100％) 13回／13回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1995年    4月 中央監査法人入社

（2006年９月みすず監査法人へ改称）
    1998年    4月 公認会計士登録
    2007年    7月 みすず監査法人退社
    2007年    8月 あすかコンサルティング株式会社

代表取締役（現任）
津田佳典公認会計士事務所代表（現任）　

    2011年    6 月 第一稀元素化学工業株式会社社外監査役
（現任）

    2013年    6 月 当社社外監査役
    2016年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）　

(重要な兼職の状況)
第一稀元素化学工業株式会社社外監査役

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
津田佳典氏は、公認会計士として培われた専門的な知識及び職業倫理、他社の社外監査役としての豊富な経験と高い見識を有してお
ります。財務諸表の適正性、監査全般にわたる適正性の確保において、適宜助言を行うことにより、当社の監査・監督機能の強化が
期待できると判断し、引き続き当社監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
津田佳典氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

（注）１. 津田佳典氏は社外取締役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として
届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

２. 津田佳典氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって10年となりま
す。なお、同氏は2013年６月より３年間、当社の社外監査役でありました。

３. 当社は、津田佳典氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額に限定する契約を締結しておりま
す。同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
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監査等委員である取締役選任の議案

３
候補者番号

　

な か

中
つ か さ

務
 

 
な お

尚
こ

子 （1965年４月８日生）

再　任 社　外 独立役員
　

所有する当社株式の数 取締役在任年数（本総会締結時） 取締役会出席回数 監査等委員会出席回数

0株 ５年 14回／14回（100％) 13回／13回（100％)
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1994年    4 月 最高裁判所司法研修所終了

大阪弁護士会登録
中央総合法律事務所入所（現任）
（現　弁護士法人中央総合法律事務所）

    2002年    6 月 ＳＰＫ株式会社社外監査役
    2006年    4 月 ニューヨーク州弁護士登録
    2008年    4 月 京都大学法科大学院非常勤講師　

    2012年    6 月 ナカバヤシ株式会社社外監査役
    2015年    6 月 同社社外取締役（監査等委員）（2025年６月退任）
    2020年    6 月 ＳＰＫ株式会社社外取締役（監査等委員）

（2022年６月退任）
    2021年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2023年    5 月 和田興産株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）　

(重要な兼職の状況)
和田興産株式会社社外取締役（監査等委員）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
中務尚子氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として培われた専門的な知識及
び職業倫理、他社の社外取締役（監査等委員）としての豊富な経験と高い見識を有しております。取締役の業務執行の適法性・妥当性につ
いて監督的役割を担うことにより、当社の監査・監督機能の強化が期待できると判断し、引き続き当社監査等委員である社外取締役として
の選任をお願いするものであります。

特別の利害関係
中務尚子氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

（注）１. 中務尚子氏は社外取締役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として
届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

２. 中務尚子氏は、当社が業務を委嘱する弁護士法人中央総合法律事務所に所属しており、同氏以外の弁護士より必要に応じて法律上のアドバ
イスを受けておりますが、当社が同法人に支払う年間顧問料は10百万円未満であります。

３. 中務尚子氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって５年となります。
４. 当社は、中務尚子氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、法令が規定する額に限定する契約を締結しておりま

す。同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
５. 中務尚子氏がナカバヤシ株式会社の社外取締役（監査等委員）（2025年６月27日退任）として在任中でありました2022年３月に、同社

は、日本年金機構が発注する特定データプリントサービスに関し、独占禁止法第３条に違反する行為があったとして、排除措置命令を受け
ました。同氏は、問題の判明まで当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会及び監査等委員会等において、法令遵守など
の視点に立った提言を行っておりました。当該事実の判明後は、再発防止へ取り組み、内部統制体制の強化を行うよう意見表明を行うな
ど、その職責を果たしました。

以　上
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（ご参考事項）当社取締役会のスキル・マトリックス

　取締役会は、当社の経営理念である「人づくりの経営」「切拓く経営」「信頼の経営」に基づき重要な意思決定
及び業務執行の監督を実効的に果たすために、変化対応力を有し、且つ当社の経営戦略に照らして必要と考えられ
る多様な知識、経験、能力などを有する取締役で構成しております。

当社における地位 性別 氏名
スキル（知識・経験・能力等）

経営全般 営業
マーケティング グローバル 財務

会計
法務

リスクマネジメント
人事
人材開発

ESG
サステナビリティ

１ 代表取締役社長 男 岸 田 貢 司 〇 〇 〇 〇

２ 代表取締役 男 佐々木　公　久 〇 〇 〇

３ 取締役 男 山 添 正 道 〇 〇 〇 〇 〇

４ 取締役 男 中 山 尚 律 〇 〇 〇

５ 社外取締役 男 隅 田 博 彦 〇 〇 〇

６ 社外取締役 女 池　田　安希子 〇 〇 〇

７ 取締役
常勤監査等委員 男 清 原 伸 一 〇 〇 〇

８ 社外取締役
監査等委員 男 津 田 佳 典 〇 〇

９ 社外取締役
監査等委員 女 中 務 尚 子 〇 〇

（ご参考事項①）当社取締役会のスキル・マトリックス

（注）各氏が有する全ての知見を表すものではありません。
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（ご参考事項）当社取締役会のスキル・マトリックス

2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

売却銘柄数 全部売却 ５銘柄 全部売却 ２銘柄 全部売却 ３銘柄
一部売却 ※３銘柄 一部売却 ４銘柄 一部売却 ３銘柄

区分 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期
銘柄数 上場株式 35 33 31

非上場株式 17 17 16
合計 52 50 47

2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期
貸借対照表計上額
（百万円）

上場株式 17,052 11,782 13,638
非上場株式 399 398 309
合計 17,451 12,180 13,947

政策保有株式の銘柄数及び貸借対照表計上額

　
2024年
３月期

17,451

12,180

2025年
３月期

13,947

2026年
３月期

13.16％
9.52％ 9.95％

政策保有株式の推移
貸借対照表計上額（百万円）
連結純資産に占める割合

（ご参考事項②）政策保有株式の方針及び政策保有株式の状況

　当該株式の保有や処分の要否は、毎年、取締役会において個別銘柄ごとに、その保有目的が適切か、保有に伴う便
益やリスクが資本コストに見合っているか等の観点から精査しております。この精査の結果、すべての保有株式につ
いて保有の妥当性があることを確認しております。今後の状況変化に応じて、取引先との取引関係に与える影響を慎
重に見極めながら縮減に努めてまいります。
　その結果、2026年３月末時点での政策保有株式は非上場株式を含め47銘柄となっております。

過去3年間の政策保有株売却実績

※「一部売却」には、持株会退会に伴う単元未満株式の売却銘柄を含めております。（2024年３月期：１銘柄）

18
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事業報告サマリー

売上高

　

541,885百万円 営業利益

　

12,041百万円
前期比 5.0％増 前期比 26.3％増

経常利益

　

13,010百万円 親会社株主に
帰属する
当期純利益

　

9,330百万円
前期比 29.9%増 前期比 18.9％増

第77期

527,263

第78期

506,866

第79期

516,126

第80期（当期）

541,885

売上高 （単位：百万円）

第77期

16,563

第78期

9,887 9,535

第79期

12,041

第80期（当期）

3.1
2.0 1.8 2.2

営業利益／営業利益率
営業利益（単位：百万円） 営業利益率（%）

第77期

17,280
12,527

第78期

10,435
6,488

第79期

10,018
7,845

第80期（当期）

13,010
9,330

経常利益／親会社株主に帰属する当期純利益
経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

第77期

288,888

123,757

第78期

294,973

132,617

第79期

292,265

127,933

第80期（当期）

351,990

140,153

総資産／純資産
総資産 純資産 （単位：百万円）

業績ハイライト

業績の推移

19
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当事業年度の事業の状況

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①事業の経過及び成果
　当社グループの主な事業領域は、生産財と消費財であり、「設備投資」と「個人消費」の動向が業績に影響を及
ぼします。
　当社グループを取り巻く事業環境として、国内の自動車製造業においては、当社のエンドユーザーである中小製
造業の新規設備投資は総じて鈍い動きとなりました。一方で、人手不足対策である自動化・省人化へのニーズは高
く、またエネルギー価格の高止まりを背景とした省エネ関連の設備投資も堅調に推移しました。
　海外においては、北米市場では上半期は関税負担と高金利による影響のため、設備投資を控える動きがあったも
のの、下半期は防衛・航空宇宙・発電の各産業において回復が見られ、自動車産業も回復基調にあります。中国で
は、政府の景気刺激策や製造業再投資促進策が設備投資を後押ししました。ＡＳＥＡＮ地域では、国内製造業のほ
か、他地域からの生産移管に伴う設備投資需要が活発化しました。台湾では、下半期からAI・半導体関連の需要が
高まりを見せています。
　国内の個人消費については、所得環境の改善がみられる一方、物価上昇に賃上げが追い付かず、耐久消費財に対
する節約志向や商品の選別傾向が継続しました。住宅産業においては、新設住宅着工戸数は持家を中心に減少傾向
にあるものの、省エネ需要の高まりにより住宅設備機器の更新需要は堅調に推移しました。
　このような環境の中、当社グループの当連結会計年度の売上高は541,885百万円（前期比5.0％増）となりまし
た。利益面につきましては、営業利益は12,041百万円（同、26.3％増）、経常利益は13,010百万円（同、
29.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は9,330百万円（同、18.9％増）となりました。
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当事業年度の事業の状況

　セグメント別の概況は次のとおりであります。

【生産財関連事業】
　当連結会計年度における国内生産財事業では、自動車産業においては中小製造業の投資活動が伸び悩み、自動車
部品加工メーカー向け工作機械の売上は前年をやや下回りました。切削工具等の消耗品に関しては、中小製造業の
設備投資動向の影響を受けましたが、生産現場で使用される様々な作業用品、小型機器の販売が堅調でした。ま
た、自動化・省人化ニーズに対応し、作業負荷軽減に資する機器や、労働環境改善を目的とした環境改善機器等の
売上も順調に推移しました。
　営業活動としては工作機械の販売では、好調な造船・航空・防衛等の産業へのアプローチに加え、中堅・中小企
業を対象にした大規模成長投資補助金等を活用した提案営業を積極的に行いました。また、第４四半期には回復が
鮮明な半導体装置の部品メーカー等での需要を取り込み、受注は好調に推移しております。切削・補要工具等の販
売においては、電子取引を拡大することで取引先の利便性と業務効率の向上を推進しております。また、「地域経
済活性化のためのリアルプラットフォーム」として当社が企画する大型展示商談会を各地で開催することで、受注
を獲得するとともに顧客との関係性をより深めました。新たな業界への展開・強化に向けては、業務効率化・省力
化を主なテーマに各地の展示会への出展を強化するとともに、製造・物流現場の自動化ソリューションの提案を強
化する等、製造現場の課題解決と需要喚起に努めました。さらに、需要の高まりを見せるヒューマノイドロボット
の社会実装を加速するべく、コンソーシアム「J-HRTI（ジェイハーティ）」に参画しております。
　海外生産財事業は、第３四半期までは支社ごとに好不調の波がありましたが、通期では全支社で前年実績を上回
りました。北米支社では、一般産業の低迷を航空・宇宙産業・発電・データセンター関連等の需要で補い、台湾支
社はAI・半導体関連の需要回復を機敏に捉え、第３四半期までの遅れを挽回しました。中国支社においては外資系
企業の撤退が続く中、内需企業の需要を取り込み、アセアン支社では国内需要に加え、他国からの生産移管需要を
取り込み、それぞれ当連結会計年度を通じて堅調に推移しました。（注）
　また、「グローバル展開の加速」に向け、拠点を拡充するとともに、本年２月にマレーシアの工作機械商社であ
る「CK Mac Global Sdn. Bhd.」の親会社である「株式会社AtoG1」の全株式を、同年３月にはインドネシアの
機械工具商社である「PT. Somagede Indonesia」の全株式を取得することにより、両社を子会社化いたしまし
た。
　以上の結果、生産財関連事業の売上高は349,218百万円（前期比4.8％増）となりました。
（注）営業地域及び顧客属性ごとに事業を区分したビジネスユニットを支社と称しております。
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当事業年度の事業の状況

【消費財関連事業】
〔住建事業〕
　住建事業においては、猛暑や省エネ改修需要等の影響により空調設備の売上が好調に推移しました。さらに光熱
費の高止まりが継続する中、消費者の節約志向に対応した高付加価値商材の提案に注力した結果、給湯機器等の販
売も伸長しました。また、非住宅分野の開拓にも積極的に取り組み、中小企業のカーボンニュートラル対応及び光
熱費削減へのニーズに向け、環境商材と施工をセットにした設備改修提案を強化したこと等により、販売が好調に
推移しました。
　その結果、住建事業の売上高は87,403百万円（前期比11.2％増）となりました。

〔家庭機器事業〕
　家庭機器事業のプライベートブランド商品は、消費者の声を分析したマーケティング活動等を踏まえた迅速な企
画・開発によりラインアップを拡充するとともに、SNS等を活用した情報発信を通じてYAMAZENブランドの浸
透を図っております。当期においては、昨夏の猛暑の影響により、ファン付ウェアや移動式エアコンの販売が好調
に推移したことに加え、販路別ではECの伸長が寄与し、増収となりました。販売チャネルの拡大を狙った法人・
個人事業主向け自社ECサイト「山善ビズコム」においても、売上高・会員数が順調に伸長しました。
　その結果、家庭機器事業の売上高は101,560百万円（前期比0.7％増）となりました。

22



2026/05/20 9:32:43 / 25303449_株式会社山善_招集通知_電子提供措置用

企業集団の部門別売上高・売上高構成比（グラフ）、企業集団の部門別売上高・売上高構成比（表）

企業集団の部門別売上高・売上高構成比

機械事業部

71,270百万円　13.2%

349,218百万円　64.5%

産業ソリューション事業部

99,411百万円　18.3%

ツール＆エンジニアリング事業部

81,575百万円　15.1%

海外事業部

96,961百万円　17.9%

生産財関連事業

188,964百万円　34.9%

住建事業部

87,403百万円
16.1%

その他

3,702百万円
0.6%

消費財関連事業

家庭機器事業部

101,560百万円
18.8%

事業部門別
売上高構成比

541,885
百万円

期　別
部　門

前　期（2025年３月期） 当　期（2026年３月期）
金　額（百万円） 構成比（％） 金　額（百万円） 構成比（％）

生産財

機械事業部 72,217 14.0 71,270 13.2
産業ソリューション事業部 95,049 18.4 99,411 18.3
ツール＆エンジニアリング事業部 80,204 15.5 81,575 15.1
国内　計 247,471 47.9 252,257 46.6
海外事業部 85,733 16.7 96,961 17.9

計 333,205 64.6 349,218 64.5

消費財
住建事業部 78,623 15.2 87,403 16.1
家庭機器事業部 100,883 19.6 101,560 18.8

計 179,506 34.8 188,964 34.9
そ　の　他 3,414 0.6 3,702 0.6
合　　　計 516,126 100.0 541,885 100.0

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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設備投資の状況

コミットメントラインの総額 40,000百万円
借入実行残高 20,000百万円
未実行残高 20,000百万円

②設備投資の状況
　第79期から構築に着手しておりました消費財関連事業に係る長期的な企業競争力の強化を目的とした基幹シス
テム等は、当連結会計年度より稼働開始しております。
　また、当社家庭機器事業のＥＣ専用拠点として、「ロジスＥＣ関東」を新設いたしました。当該物流拠点は
2026年４月より稼働開始しております。
　さらに、当社生産財関連事業の東南アジア地域における更なる事業拡大・機能拡充のため、当社アセアン支社に
属する子会社 Yamazen（Thailand）Co.,Ltd.の新社屋兼テクニカルセンターの建設を計画しております。

③資金調達の状況
　当社は、金融・資本市場における不測の事態や急な資金需要が発生した場合に備えるため、複数の取引銀行との
間でコミットメントライン契約を締結しております。当連結会計年度末における借入実行残高は次のとおりであり
ます。

　また、当社は、当連結会計年度において、2026年２月12日開催の取締役会決議に基づき、2026年３月３日に
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、28,006百万円の資金調達を行いました。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　特記すべき事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区　分 第77期
2023年３月期

第78期
2024年３月期

第79期
2025年３月期

第80期（当期）
2026年３月期

売上高 527,263 506,866 516,126 541,885

営業利益 16,563 9,887 9,535 12,041

経常利益 17,280 10,435 10,018 13,010

親会社株主に帰属する当期純利益 12,527 6,488 7,845 9,330

１株当たり当期純利益 141円00銭 73円04銭 90円63銭 109円46銭

総資産 288,888 294,973 292,265 351,990

純資産 123,757 132,617 127,933 140,153

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均株式数に基づき算出しております。
２. 当社は、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、１株当たり当期純利益の算定上、当該信託が保有する当社

株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
３. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会社名 資本金 当社の出資比率 事業内容

Yamazen,Inc. 76 百万USドル 100.0％ 北米地域における主として当社取扱商品の
販売

Yamazen（Thailand）Co.,Ltd. 118 百万バーツ 100.0％ タイ及び周辺地域における主として当社取
扱商品の販売

Yamazen Co.,Ltd. 200 百万NTドル 100.0％ 台湾及び周辺地域における主として当社取
扱商品の販売

Souzen Trading（Shenzhen）Co.,Ltd. 2.5 百万USドル 100.0％ 中国における主として当社取扱商品の台湾
系企業への販売

Yamazen（Shanghai）Trading Co.,Ltd. 1.5 百万USドル 100.0％ 中国（華東、華北）における主として当社
取扱商品の販売

Yamazen（Shenzhen）Trading Co.,Ltd. 2 百万USドル 100.0％ 中国(華南)における主として当社取扱商品
の販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

（注）Souzen Trading（Shenzhen）Co.,Ltd.における当社の出資比率は、間接保有もあわせて算出しております。

(4) 対処すべき課題
　外部環境は、中東情勢の悪化に伴う原油や石油製品の価格高騰が、世界経済の先行きに不透明感を生み出してい
ます。製造業においては、原材料不足等に端を発する生産計画の見直しや、設備投資の抑制を引き起こすリスク要
因となっております。個人消費については、賃上げ効果により所得環境が改善し、個人消費は緩やかに回復するこ
とが期待されます。一方で、物価上昇の影響で耐久消費財に対する購買は慎重さを高め、価格だけでなく機能性・
利便性といった価値要因を重視した選択的な消費が一段と強まると見込まれます。
　このような事業環境の中、当社の生産財関連事業では、技術専門性と世界的なグループネットワークを活かし、
生産現場が抱える課題を解決するためのご提案に果敢に取り組んでまいります。また、消費財関連事業でも、快適
な住環境の整備やライフスタイルの充実に向けた新たな商品やサービスの提案を加速させ、2030年企業ビジョン
である「世界のものづくりと豊かなくらしをリードする」を実現してまいります。
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主要な事業内容

(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

事　業 事　業　内　容

生産財関連事業

【機械事業部】
工作機械（マシニングセンタ、CNC旋盤、CNC研削盤、CNCフライス盤、放電加工機、汎用工作機械、
３Dプリンター等）、鍛圧・板金機械（プレス、シャーリング、ベンディングマシン、レーザー加工
機）、射出成形機、ダイカスト成形機、CAD／CAM、工作機械周辺機器（産業用ロボット、測定機器、
自動化周辺機器、工作補要機器等）等の販売
【産業ソリューション事業部】
マテハン機器、梱包・包装システム、ピッキング・ソーターシステム、自動倉庫、省力・自動化システ
ム、搬送装置、コンベアシステム、助力装置、保管機器、ＡＧＶ・ＡＭＲ、ロボットシステム、油・空圧
機器、電動アクチュエータ、直動機器、環境改善機器、集塵機、オイルミスト集塵機、洗浄システム、切
削洗浄液浄化装置、排水処理設備、焼却炉、ポンプ、送風機、空調システム、冷暖房機器、クリーンルー
ム関連、コンプレッサ―、塗装機器、小型建設機械、鉄骨加工機械、発電機、溶接機器等の販売
【ツール＆エンジニアリング事業部】
切削工具、ツーリング、補要工具、工作機械周辺機器、測定・計測機器、研削・砥石・ダイヤモンド工
具、作業・配管・電動工具、油・空圧工具、溶接機、切断機、板金加工機械、小型工作機械、プレス関連
工具、工具研削盤、建設・荷役関連機器、化学製品、ＯＡ・事務機器、家電等の販売
【海外事業部】
工作機械、射出成形機、エレクトロニクス・半導体設備、工作機械周辺機器、切削工具、測定機器、要素
部品、ロボット・自動化設備、環境機器等の輸出入、海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国間取
引/工場生産設備並びにシステムのトータルプランニング及び製品部材調達とその販売

消費財関連事業

【住建事業部】
厨房機器、調理機器、浴室機器、洗面機器、給湯機器、衛生機器、空調・換気関連機器、太陽光発電、蓄
電池、床暖房、太陽熱温水器、管工機材、内装建材、外装建材、介護機器、インテリア、サッシ、エクス
テリア、地盤、建築副資材、建設資材、建設機材、構造躯体、機械工具関連、オフィス機器、ホーム機
器、ＩｏＴ機器、ＢＣＰ関連機器等の販売、関連工事及びサービス
【家庭機器事業部】
家電（扇風機・暖房機器・調理・ＡＶ・照明等）、インテリア家具、アウトドア・レジャー用品、キッチ
ン・日用品、エクステリア、ガーデニング・農業、健康機器、衛生・ヘルスケア、工具、車用品・バイク
用品、防災用品等の企画、開発及び販売
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主要な営業所、使用人の状況

(6) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

営業地域 営業組織の名称 営業組織に属する主要な子会社 所在地

北米 北米支社 Yamazen,Inc. 米国

台湾 台湾支社 Yamazen Co.,Ltd. 台湾

中国 中国支社
Yamazen（Shanghai）Trading Co.,Ltd.

中国
Yamazen（Shenzhen）Trading Co.,Ltd.

アセアン アセアン支社 Yamazen（Thailand）Co.,Ltd. タイ

①国内営業拠点
大阪本社（大阪市）
東京本社（東京都港区）
名古屋支社（名古屋市）
九州支社（福岡市）
広島支社（広島市）
北関東・東北支社（さいたま市）

②海外営業拠点

（注）営業地域及び顧客属性ごとに事業を区分したビジネスユニットを支社と称しております。

(7) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

使用人数 前連結会計年度末比増減

3,309名 33名増

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,836名 6名減 40.0歳 13.9年

①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員を含んでおりません。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員を含んでおりません。
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主要な借入先の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借入先 コミットメントライン借入実行残高

株式会社りそな銀行 12,500百万円
株式会社三井住友銀行 7,500百万円

（注）当社は、金融・資本市場における不測の事態や急な資金需要が発生した場合に備えるため、複数の取引銀行との間で総額40,000百万円のコ
ミットメントライン契約を締結しております。なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は20,000百万円であります。

(9) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と位置付け、持続的な成長と企業価値向上のための投資や様々
なリスクに備えるための財務健全性とのバランスを考慮した上で、業績に応じた利益配分を行うことを基本方針と
し、中期経営計画「PROACTIVE YAMAZEN 2027」期間における毎期の配当金額は、連結配当性向40％（業績
連動利益配分の指標）、または自己資本配当率（DOE） 3.5％（安定した利益配分の指標）を基に算出したそれ
ぞれの金額のうち、いずれか高い金額により算定いたします。
　さらには、追加的な株主還元、資本効率向上のため、時期、財政状況、株価及び株式の流動性を総合的に勘案
し、自己株式取得を機動的に実施することといたします。
　内部留保金につきましては、持続的な事業発展につながる有効な投資に充当し、中長期的な成長による企業価値
向上を通じて、株主の皆様のご期待に応えてまいります。

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

①発行可能株式総数 200,000,000株

②発行済株式の総数 95,305,435株

③株主数 14,975名

株主名 持株数 持株比率

山善取引先持株会 6,351千株 7.33％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,656千株 6.53％

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 5,489千株 6.34％

東京山善取引先持株会 5,449千株 6.29％

山善社員投資会 3,346千株 3.86％

株式会社エフティグループ 3,296千株 3.80％

名古屋山善取引先持株会 2,102千株 2.42％

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 1,671千株 1.93％

広島山善取引先持株会 1,389千株 1.60％

九州山善取引先持株会 1,148千株 1.32％

株式数 交付対象者数

取締役（ 監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。） 11,400株 １名

２．会社の現況

④大株主

（注）１．当社は、自己株式を8,746,840株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自己株式（8,746,840株）には、株
式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式（721,900株）は含めておりません。

２．持株比率は自己株式（8,746,840株）を控除して計算しております。
３．上記株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容につきましては、「２．会社の現況（3）会社役員の状況 ②取締役の報酬等」に記載のとおりであります。
２．当該対象者は退任した役員であり、交付された株式は株式給付信託（BBT）を通じて給付されたものであります。
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株式の状況

取得対象株式の種類 普通株式

取得し得る株式の総数 13,000,000株（上限）

取得価額 150億円（上限）

取得期間 2026年３月４日から2027年３月３日まで

取得理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行、資本
効率の向上及び株主還元の充実を図るとともに、2021年
４月14日に発行を決議した2026年満期ユーロ円建転換社
債型新株予約権付社債（額面総額100億円）及び2026年
２月12日開催の取締役会において発行を決議した第１回無
担保転換社債型新株予約権付社債の転換等による当社株式
需給への影響の緩和を図るため。

⑥その他株式に関する重要な事項
　当社は、2026年２月12日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基
づく自己株式の取得について決議いたしました。
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その他新株予約権等の状況

(2) 新株予約権等の状況 （2026年３月31日現在）

社債に付された新株予約権の総数 776個

新株予約権の目的である株式の種類と数

・普通株式
・新株予約権の行使請求に係る社債の金額の総額を転換価額で除した数とし

ます。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による
調整は行いません。

新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みは要しません。

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

・新株予約権の行使に際しては、新株予約権に係る社債を出資するものと
し、当該社債の価額は、その額面金額と同額とします。

・転換価額　1,186.1円（注）

新株予約権の行使期間 2021年５月14日から2026年４月16日まで
（行使請求受付場所現地時間）

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

・本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の
額は、会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増
加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合
はその端数を切り上げた額とします。

・増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額
を減じた額とします。

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできません。

①2021年４月14日開催の取締役会決議に基づき発行した2026年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に
付された新株予約権

（注）2025年11月12日開催の取締役会において中間配当金を１株につき20円とすることを決議し、本新株予約権付社債の要項の転換価額調整条
項に従い、2025年10月１日に遡って転換価額を1,186.1円に調整いたしました。
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社債に付された新株予約権の総数 49個

新株予約権の目的である株式の種類と数

・普通株式
・本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株
式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、同時に行使された本新
株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時において有効な転換価額
で除して得られる数とします。但し、１株未満の端数が生じた場合は、会
社法の規定に基づいて現金により精算します（当社が単元株制度を採用し
ている場合において、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する
場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものと
して現金により精算し、１単元未満の株式はこれを切り捨てる。）。な
お、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り捨てま
す。

新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みは要しません。

新株予約権の行使に際して出資される財産の
内容及びその価額

・新株予約権の行使に際しては、新株予約権に係る社債を出資するものと
し、当該社債の価額は、その額面金額と同額とします。

・転換価額　1,543円
新株予約権の行使期間 2026年３月４日から2031年２月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金

・本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の
額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の
２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端
数を切り上げた額とします。

・増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額
を減じた額とします。

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできません。
割当先 第三者割当の方法により、AP PS IV S1, L.P.に割当てております。

②2026年２月12日開催の取締役会決議に基づき発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新
株予約権
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その他新株予約権等の状況

その他

当社は、AP PS IV S1, L.P.（以下「割当予定先」という。）との間で2026年２
月12日付で締結の引受契約（以下「本引受契約」という。）において、本新株予
約権の行使について以下のとおり合意しております。
(i)割当予定先は、当社と本引受契約締結後に別途合意した場合を除き、本新株予
約権付社債の発行要項に定める自動行使型の現金決済条項による本新株予約権付
社債の取得及び本新株予約権の行使による本新株予約権付社債の転換の対象とな
る本新株予約権付社債の累計の社債の口数が、以下の各期間に応じて定められた
口数を超えることとなる本新株予約権の行使請求の意向に係る通知又は本新株予
約権付社債の転換はしないものとします。
　(1)2027年３月３日まで：０口
　(2)2027年３月４日から2028年３月３日まで：17口
　(3)2028年３月４日から2029年３月３日まで：33口
　(4)2029年３月４日から2031年２月27日まで：49口
(ii)割当予定先は、本新株予約権の行使請求の意向に係る通知又は本新株予約権付
社債の転換をしようとする日において、当該日の前取引日における当社普通株式
の普通取引の終値（当該日の前取引日に終値がない場合には、当該日に先立つ直
近の取引日における終値）が、本新株予約権の行使請求の意向に係る通知又は本
新株予約権付社債の転換をしようとする日において有効な転換価額に1.2を乗じ
て得た金額（１円未満は切り捨てる。）を下回る場合には、本新株予約権の行使
請求の意向に係る通知又は本新株予約権付社債の転換はしないものとします。
(iii)上記(i)及び(ii)にかかわらず、①本新株予約権付社債の発行要項に規定する繰
上償還事由に該当する場合、②本引受契約に定める前提条件が払込期日において
満たされていなかったことが判明した場合、③当社が割当予定先による本新株予
約権の行使請求の意向に係る通知又は本新株予約権付社債の転換に合意した場
合、④東京証券取引所における当社の普通株式の取引が５取引日以上の期間にわ
たって停止された場合、⑤当社が本引受契約上の義務又は表明・保証に違反した
場合、又は⑥当社が有価証券報告書又は半期報告書を適法に提出しなかった場合
には、割当予定先は、残存する本新株予約権付社債の全てについて、本新株予約
権の行使請求の意向に係る通知又は本新株予約権の転換を行うことができます。
(iv)割当予定先は、2026年３月４日から2031年１月６日までの間、本新株予約
権を行使しようとする場合（但し、2027年３月３日以前は上記(iii)に掲げる事由
が発生した場合に限る）には、事前に、当社に対して、その行使請求に係る意向
を通知します。
(v)当社及び割当予定先の義務として、相手方当事者の事前の書面による同意な
く、本引受契約上の地位若しくはこれに基づく権利義務の全部若しくは一部を譲
渡その他の方法により処分してはならず、又は承継させてはなりません。
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会社役員の状況

①取締役の状況（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 岸　田　貢　司 最高経営責任者（CEO）

代表取締役 佐々木　公　久 営業本部長

取締役 山　添　正　道 最高財務責任者（CFO）、経営管理本部長

取締役 中　山　尚　律 家庭機器事業部長

取締役 隅　田　博　彦
取締役 江　口　あつみ ③イ記載のとおりであります

取締役（常勤監査等委員） 清　原　伸　一
取締役（監査等委員） 津　田　佳　典 ③イ記載のとおりであります

取締役（監査等委員） 中　務　尚　子 ③イ記載のとおりであります

氏　名 異動前 異動後 異動年月日

佐々木　公　久
代表取締役
副社長執行役員
営業本部長

代表取締役
副社長執行役員 2026年４月１日

(3) 会社役員の状況

（注）１. 取締役隅田博彦氏及び江口あつみ氏並びに監査等委員である取締役津田佳典氏及び中務尚子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締
役であります。なお、当社は、隅田博彦氏、江口あつみ氏、津田佳典氏及び中務尚子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。

２. 当社は、取締役会以外の重要な会議への継続的な出席による情報収集、内部監査部門等との十分な連携を通じ監査の実効性を高めることを
目的として、常勤の監査等委員を置いております。

３. 監査等委員である取締役津田佳典氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する十分な知見を有しております。
４．2025年６月24日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって、村井諭氏は取締役（常勤監査等委員）を辞任いたしました。
５. 当社は、業務執行を行わない取締役と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該
業務執行を行わない取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

６. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、役員としての職務の執行に起因して発
生した損害賠償請求に係る損害を塡補することとしております。当該保険契約の被保険者は、当社及び子会社の取締役(監査等委員である
取締役を含む。)並びに執行役員等の主要な業務執行者であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者における故意又は犯罪行為等に起因して発生
した損害賠償は、保険金支払の対象外としております。

７. 当事業年度末日後の取締役の地位及び担当の異動は次のとおりであります。
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会社役員の状況

②取締役の報酬等
イ．報酬等の決定に関する基本方針

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同様とする。）の報酬等は、さらなる企業価値の向上
を経営上の重要課題と位置づけ、企業価値の向上に資するものであるべきと考え、短期的な視点だけではなく
中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める報酬制度とすることを基本方針としておりま
す。
　取締役の報酬等は、定額の「固定報酬」と業績等により支給額が変動する「業績連動報酬」を適切に組み合
わせることにより、有能な人材の確保及び企業価値向上のインセンティブの生成を実現し、さらなる企業価値
の向上を図る報酬制度の構築を目指しております。
　なお、社外取締役については、「業績連動報酬」は支給しないものとしております。
　当社の取締役の報酬等の額の決定過程において取締役会は、会社の業績、事業規模等の様々な要因を踏ま
え、取締役の報酬等の決定方針並びにその手順について定めております。

ロ．報酬等の決定方針に関する事項
(取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法)
　上記基本方針を踏まえて、取締役の個人別の報酬等の決定方針を、2021年２月10日開催の取締役会におい
て決議しております。また、2022年３月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の決定方針
の一部を改定しております。なお、当該決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会
へ諮問し、答申を受けております。
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(決定方針の内容の概要)
役職ごとの方針

　各取締役の責任や役割等に対する成果に報いるため、各取締役の責任や役割等に応じて、職位別に一定の基
準を設けており、同一の職位であっても前年度の実績等に応じて、一定の範囲で昇給が可能な仕組みとしてお
ります。
　なお、社外取締役につきましては、昇給枠のある報酬は支給しておりません。

(報酬等の構成)
　取締役の報酬等は、定額の「固定報酬」と業績等により支給額が変動する「業績連動報酬」によって構成
し、取締役の報酬の支給割合は、同業他社等の水準を踏まえて、連結経常利益基準値100％達成の場合、概ね
「固定報酬60％～70％」、「業績連動報酬30％～40％（うち金銭報酬約８割、非金銭報酬約２割）」として
おります。

ⅰ）固定報酬
・「定例報酬」(金銭報酬)
　「基本報酬」、「代表報酬」、「取締役報酬」、「職務報酬」から成り、取締役内規に役位別の基準を定め
ております。定例報酬は、毎月一定の時期に支給しております。

ⅱ）業績連動報酬
　当社の業績連動報酬は、事業年度ごとの会社の業績等に連動する「賞与（金銭報酬）」（短期インセンティ
ブ報酬）と取締役退任後に当社株式等を支給する「株式報酬（非金銭報酬）」（中長期インセンティブ報酬）
で構成されます。
　業績連動報酬に係る指標は当社グループの総合的な収益力を評価軸とし、当社取締役の経営全般への貢献度
が測定可能である「連結経常利益額」を採用しております。当事業年度を含む連結経常利益の推移は、「１．
企業集団の現況（2）直前３事業年度の財産及び損益の状況」に記載のとおりであります。

・「賞与」（金銭報酬）
　取締役内規に定める「連結経常利益額等」に応じた支給月数をベースに支給額を決定しております。当該報
酬の支給時期は毎年一定の時期としております。
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会社役員の状況

区　分

取　締　役
（監査等委員を除く。） 取締役（監査等委員）

取締役 社外取締役 取締役 社外取締役

固 定 報 酬 定 例 報 酬
（ 金 銭 報 酬 ） ○ ○ ○ ○

業 績 連 動 報 酬

賞 与
（ 金 銭 報 酬 ） ○ － － －

株 式 報 酬
（ 非 金 銭 報 酬 ）

○
（退任時） － － －

・「株式報酬」（非金銭報酬）
　当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、役員業績連動賞与及
び役員株式給付規程に定める「連結経常利益額等」に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相
当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度となります。
　なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として退任時となります。

当社取締役報酬制度の全体像

ハ．株主総会の決議に関する事項
　当社は、2016年６月24日開催の第70回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬限度額を年額720百万円以内（定款で定める取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数
は15名以内、当該株主総会終結時点の員数は９名）とし、監査等委員である取締役の報酬限度額を年額90百
万円以内（定款で定める監査等委員である取締役の員数は５名以内、当該株主総会終結時点の員数は３名）と
決議いただいております。
　また、上記決議とは別枠として、2019年６月26日開催の第73回定時株主総会において、当社の取締役
（監査等委員である取締役及び社外取締役である者を除く。当該株主総会終結時点の員数は５名）及び執行役
員に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入することを決議いただいております。
　さらに、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）が2021年３月１日に施行されたことに伴
い、2021年６月24日開催の第75回定時株主総会において、当該報酬の１事業年度分の上限として125,000
株（うち、取締役分として54,000株）、３事業年度分の上限として300百万円とする当該報酬制度の再設定
について決議いただいております（監査等委員である取締役及び社外取締役である者を除く。当該株主総会終
結時点の員数は５名）。

　なお、当社は、2022年３月９日開催の取締役会において、「株式給付信託（BBT）」の支給対象に専任役
員を含めることを決議いたしました。
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区　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数

固定報酬 業績連動報酬
定例報酬
（金銭報酬）

賞　与
（金銭報酬）

株式報酬
（非金銭報酬）

取締役（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

284
（15）

218
（15）

52
（-）

13
（-）

7名
（2名）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

42
（17）

42
（17）

-
（-）

-
（-）

4名
（2名）

合　計 327 261 52 13 11名

ニ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限は、株主総会で決議された報酬
限度額の範囲内であることを条件に取締役会が有しております。取締役会は、取締役内規において、職位別に
設けられた一定の基準の範囲内で、会社の業績や取締役個人の成果等を評価して、個別の報酬額を算定するこ
とを、代表取締役社長 岸田貢司に委ねております。当該権限を委任した理由は、当社グループ全体の業績を
俯瞰的に見た上で、取締役の責任や役割等の評価を行うのは代表取締役社長が最も適していると判断したため
であります。
　指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問に対して、委員会内で審議を行い意見形成し、取締役会において
意見表明を行っております。
　なお、当該算定方法、算定結果等については、社外取締役２名を含む監査等委員会に報告しており、監査等
委員会はその妥当性を確認しております。
　また、監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内であることを条件に、
監査等委員の協議で、それぞれ個別の報酬額を決定しております。

ホ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　取締役会は、上記のとおり取締役個人の報酬額の決定を代表取締役社長に委任しておりますが、取締役会の
任意の諮問委員会である指名・報酬委員会の審議を経た上で、その算定方法、算定結果等については、監査等
委員会に報告しております。監査等委員会においては、報酬額の算定方法等を確認し、それぞれの役割と職
責、業績等にふさわしい水準となっているか検討し、相当であると判断しております。取締役会は、監査等委
員会の検討結果を尊重しており、決定方針に沿うものであると判断しております。

ヘ．取締役の報酬等の額

（注）取締役（監査等委員を除く。）の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお、使用人兼務取締役の使用人分給
与は支給しておりません。
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会社役員の状況

区　分 氏　名 兼職先 兼職の内容

取締役 江　口　あつみ
株式会社ニッスイ 社外取締役

株式会社シマノ 社外取締役

取締役（監査等委員） 津　田　佳　典

第一稀元素化学工業株式会社 社外監査役

あすかコンサルティング株式会社 代表取締役

津田佳典公認会計士事務所 公認会計士

取締役（監査等委員） 中　務　尚　子
和田興産株式会社 社外取締役

弁護士法人中央総合法律事務所 弁護士

取締役会
（14回開催）

監査等委員会
（13回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 隅　田　博　彦 14回 100％ － －

取締役 江　口　あつみ 13回 93％ － －

取締役（監査等委員） 津　田　佳　典 14回 100％ 13回 100％

取締役（監査等委員） 中　務　尚　子 14回 100％ 13回 100％

③社外役員に関する事項
イ．社外役員の重要な兼職の状況等

（注）１. 当社は、弁護士法人中央総合法律事務所から、社外取締役中務尚子氏以外の弁護士より必要に応じて法律上のアドバイスを受けております
が、当社が同法人に支払う年間顧問料は10百万円未満であります。

２. 当社と株式会社シマノとの間には売上取引がありますが、その取引金額は直近事業年度における当社の連結売上高の0.1％未満でありま
す。

３. その他の法人等と当社との間には、特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査等委員会への出席状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が6回あ
りました。
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・社外取締役に期待される役割と活動状況
　社外取締役の隅田博彦氏は、これまで他社の代表取締役社長を歴任するなど、企業経営者としての高い見識
や豊富な経験に加えて、ITに関する幅広い見識も有しております。当社の経営全般に対し的確な助言を行うこ
とにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化、また、当社グループのコーポレート・ガバナン
スの一層の強化に努めております。
　社外取締役の江口あつみ氏は、これまで飲料・食品メーカーにおいて研究開発部門や広報部門に携わり、さ
らにコーポレートコミュニケーション部門においては戦略企画の実行及びサステナビリティ活動全般をリード
するなど幅広い見識と豊富な経験を有しております。当社の取締役会などにおいて独立した立場で、経営全般
に対しコーポレートコミュニケーションやダイバーシティの視点から的確な助言を行い、取締役会の意思決定
機能や監督機能の実効性強化、また、当社グループのコーポレート・ガバナンスの一層の強化に努めておりま
す。
　監査等委員である社外取締役の津田佳典氏は、公認会計士として培われた専門的な知識及び職業倫理、他社
の社外監査役としての豊富な経験と高い見識に基づき、財務諸表の適正性、監査全般にわたる適正性の確保に
おいて、適宜助言を行っております。
　監査等委員である社外取締役の中務尚子氏は、弁護士として培われた専門的な知識及び職業倫理、他社の社
外取締役（監査等委員）としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役の業務執行の適法性・妥当性につい
て監督的役割を担っております。
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支払額

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）に係る報酬等の額 70百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 73百万円

(4) 会計監査人の状況
①会計監査人の名称　　　　有限責任監査法人トーマツ

②報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実
質的にも区分できないため、上記の金額についてはこれらの合計額をそのまま記載しております。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査
計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

③非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、山善健康保険組合及び山善企業年金基金における財務管理及び個
人情報管理に関する調査業務についての対価を支払っております。

④重要な子会社の監査
　当社の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当す
る資格を有する者を含む。）の計算関係書類の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の
法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

⑤会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に
提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑥責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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連結貸借対照表

科　　目 金額（百万円） 科　　目 金額（百万円）
（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
電子記録債権
有価証券
商品及び製品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
その他

無形固定資産
投資その他の資産

投資有価証券
破産更生債権等
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

繰延資産
社債発行費 　

277,436
88,139
2,888

84,899
25,296
20,989
43,920
11,775
△473
74,531
15,503
4,928
2,320
723

3,809
1,883
1,837
10,394
48,633
32,433

27
13,683

314
2,260
△85
22
22 　

流動負債 171,079
支払手形及び買掛金 67,111
電子記録債務 50,672
短期借入金 20,088
１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 7,760
リース債務 563
未払法人税等 1,776
契約負債 11,860
賞与引当金 3,472
商品自主回収関連費用引当金 47
その他 7,724

固定負債 40,757
転換社債型新株予約権付社債 28,006
長期借入金 28
リース債務 2,148
繰延税金負債 7,643
退職給付に係る負債 366
その他 2,564

負債合計 211,837
（　純　資　産　の　部　）

株主資本 115,944
資本金 7,909
資本剰余金 7,495
利益剰余金 112,332
自己株式 △11,793

その他の包括利益累計額 22,472
その他有価証券評価差額金 7,298
繰延ヘッジ損益 68
為替換算調整勘定 11,710
退職給付に係る調整累計額 3,395

非支配株主持分 1,736
純資産合計 140,153

資産合計 351,990 負債・純資産合計 351,990
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

科　　目 金額（百万円）

売上高 541,885
売上原価 458,857

売上総利益 83,028
販売費及び一般管理費 70,986

営業利益 12,041
営業外収益

受取利息 759
受取配当金 328
投資事業組合運用益 123
補助金収入 42
その他 96 1,350

営業外費用
支払利息 204
為替差損 69
自己株式取得費用 24
その他 83 382
経常利益 13,010

特別利益
固定資産売却益 7
投資有価証券売却益 1,223 1,231

特別損失
固定資産除却損 4
固定資産売却損 3
減損損失 41 48

税金等調整前当期純利益 14,192
法人税、住民税及び事業税 4,040
法人税等調整額 521 4,561
当期純利益 9,631
非支配株主に帰属する当期純利益 300
親会社株主に帰属する当期純利益 9,330

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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科　　目 金額（百万円） 科　　目 金額（百万円）
（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
商品及び製品
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
その他

無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
前払年金費用
その他
貸倒引当金

繰延資産
社債発行費 　

222,992
56,029
1,744

25,006
77,283
20,989
30,881
3,331
8,074
△348
77,744
8,975
1,706

10
2,204

7
203

2,784
1,875

182
9,839
9,648

89
100

58,929
27,431
21,385

11
8,145
2,025
△69
22
22 　

流動負債 168,898
電子記録債務 50,106
買掛金 60,003
短期借入金 32,442
１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 7,760
リース債務 559
未払金 3,747
未払費用 2,215
未払法人税等 1,362
契約負債 6,954
預り金 876
賞与引当金 2,396
商品自主回収関連費用引当金 47
その他 425

固定負債 35,350
転換社債型新株予約権付社債 28,006
リース債務 2,143
繰延税金負債 3,561
その他 1,638

     負債合計 204,248
（　純　資　産　の　部　）

株主資本 89,270
資本金 7,909
資本剰余金 7,488

資本準備金 3,452
その他資本剰余金 4,036
利益剰余金 85,665

その他利益剰余金 85,665
圧縮積立金 12
別途積立金 51,100
繰越利益剰余金 34,553

自己株式 △11,793
評価・換算差額等 7,240
その他有価証券評価差額金 7,171
繰延ヘッジ損益 68

純資産合計 96,510
資産合計 300,759 負債・純資産合計 300,759

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

科　　目 金額（百万円）

売上高 476,031
売上原価 412,979

売上総利益 63,052
販売費及び一般管理費 55,356

営業利益 7,695
営業外収益

受取利息 58
受取配当金 1,188
有価証券利息 493
投資事業組合運用益 123
その他 67 1,930

営業外費用
支払利息 685
為替差損 179
自己株式取得費用 24
その他 70 960
経常利益 8,665

特別利益
固定資産売却益 2
投資有価証券売却益 1,208 1,211

特別損失
固定資産除却損 0
関係会社株式評価損 103 104

税引前当期純利益 9,772
法人税、住民税及び事業税 2,622
法人税等調整額 113 2,735
当期純利益 7,036

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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地図

株 主 総 会
会 場 の
ご 案 内

　

会　場

大阪市西区
立売堀二丁目３番16号 当社本社ビル ７階会議室

交　通

地下鉄中央線・千日前線阿波座駅下車、２号出入口を出て中央大通を東へ
大阪トヨペットビル角を右折、南へ約150メートル

地下鉄中央線

至本町

中　央　大　通

な 

に 

わ 

筋

新 

な 

に 

わ 

筋
あ
　み
　だ
　池
　筋

地
下
鉄
千
日
前
線

阿 波 座 駅

三井住友
銀行

大阪
トヨペット
ビル

明治
小学校

大阪府警察
第一方面
機動警ら隊

日建
ビル

建設
交流館当社

第2ビル

当社
第3ビル

りそな
銀行

会場入口

阿波座
南公園

1号出入口

2号出入口

N

至
な
ん
ば

至
野
田
阪
神

至夢洲

当社本社ビル
［ 7 階 会 議 室 ］

駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での
ご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

　


